
地 域 再 生 計 画 
 

１．地域再生計画の名称 
 小さくともキラリと光る那須烏山市活性化計画 
 
２．地域再生計画の作成主体の名称 
   栃木県、那須烏山市 
 
３．地域再生計画の区域 
   那須烏山市の全域 
 
４．地域再生計画の目標 
  平成１７年１０月１日､那須郡南那須町と同郡烏山町が合併し、人口３１，０００人の小

さな市､「那須烏山市」が誕生した。 

 本市は栃木県の東部に位置し､首都圏１５０ｋｍ圏内にあり、地勢は八溝山系に属し､平

野部を那珂川が貫流している緑豊かな地域である。国の重要無形民族文化財の指定を受け

た４５０年の歴史がある「山あげ祭り」や１２００年の歴史がある和紙などがある一方で、

冬の夜空に２０万個の電球が飾るタウンイルミネーションがある新旧の文化を有している

市である。 

 産業としては、米､畜産等の農業､八溝材の産地である林業、県東地区の中心市として､

周囲の市町村より集客していた商業、自動車関連の工業､さらには、豊かな緑と清流を活か

した体験型観光と、小さくとも県東地区の中心都市の機能を有している市である。 
 交通面では北関東の中核都市宇都宮市から約３５ｋｍ、東西に主要地方道宇都宮烏山線

が横断し南北に国道２９４号等が縦断しているなど、適度な利便性を備えている。 
しかし、国勢調査による人口推移は、平成７年の３３，５３５人から平成１７年には３

１，１５２人と、この１０年間の減少率は７．１％（２，３８３人減）と県内の市では一

番の減少である。また、急激な児童生徒の減少により、旧烏山町地区では小学校７校を３

校に、中学校３校を１校に統廃合を進めている。  
近年の社会情勢の変化に伴い、価格の低迷､後継者不足等により米､酪農、木材、和紙等

の産業が衰退し、さらには、工場の海外進出などが続き、市内の基幹工業団地の中には､

撤退する企業もある。 
農業においては担い手の減少や従事者の高齢化が進展したことで生産体制が脆弱化して

おり、産地競争力の維持・強化が強く求められている。商店も大型商業施設の開業により、

過去１０年間で２２％の廃業が続き（５４７箇所から４３１箇所に減)、より一層中心街が

衰退し、地域の「にぎわい」を失いかけている。 
さらに、合併した２町間の連絡道路の不備が、住民の融合融和の障害になっており、地

域の一体性を熟成することが本市の緊急の課題となっている。 
 このことから、本市の「にぎわい」を復活させ、地域の一体感を熟成して、秩序ある地

域開発を促進し、人口の定住化と都市住民との交流を深め、商業･工業･農林業･観光の調和

のとれた｢小さくともキラリと光る那須烏山市活性化計画｣を推進するため、地理的特性や



地域の状況・経済等の動向等を踏まえ、市全域を（にぎわいと文化の清流ゾーン）、（豊か

な暮らしの丘ゾーン）、（活力あふれる交流の里ゾーン）、（自然とふれあう八溝の森ゾー

ン）の４つのゾーンに設定し、地域再生の目標とした。 
具体的には（にぎわいと文化の清流ゾーン）は、広域行政機能や公共公益機能が集積し、

古くから城下町として栄え、文化と歴史のある烏山市街地を中心とした地域であり、地域

間連絡道の整備をすることにより､集客能力を高め、さらには、ベンチャープラザ烏山を核

とした中小企業の活性化を推進し、中心市街地のにぎわいの復活を図る。 
また、幹線通学路の整備を進め､通学路の安全確保を図り、学校の統廃合を実施する。 

（豊かな暮らしの丘ゾーン）は、主要地方道宇都宮烏山線やＪＲ烏山線の優れた交通環境、

公共公益機能が集積する南那須市街地を中心とした地域であり、市独自の企業誘致優遇制

度の活用による企業誘致等の促進や市街地の道路整備による住環境改善により、定住化を

促進し、地域の活性化を図る。 
（活力あふれる交流の里ゾーン）は、那珂川右岸北側の丘陵を中心として、こぶしが丘温

泉、八溝県民休養公園等の都市との交流施設や富士見台工業団地等の産業施設がある地域

であり、都市との交流施設や工業団地等へのアクセス道路を改善することにより企業誘致

や交流人口の増加を図る。 
 また、地域の基幹産業である林業・農業の活性化を図るため、育林作業の効率化や農産

物の効率的運搬を促進する林道の整備をする。 
 さらに、市の主要品目である米麦、野菜、果樹等の生産性を向上させるために、拠点と

なる農業生産施設を整備し、効果的な利用を推進していく。 
（自然とふれあう八溝の森ゾーン）は、那珂川左岸に広がる八溝山系の一部を形成する林

業の中心的地帯であり、全国の棚田百選に選定された棚田が広がる。さらには、みかん栽

培の北限といわれ、観光みかん畑のある国見地区や「やまびこの湯」がある那珂川県立自

然公園があり、まちづくり研究会等の活動や交流施設へのアクセス道路の整備、さらには、

森林の環境保全等の多面的機能を強化するための道路整備を推進し、山間部の特性を活か

した地域開発を図る。 
 以上のゾーンを複合的に連携し、市全体を活性化するため、地域間の市道を整備するこ

とによりアクセス改善を図る。 
さらに道路ネットワーク化を促進することにより広域的な連携を推進し、都市との交流

や産業の振興を図るとともに、定住化を促進し、地域の「にぎわい」を復活させることを

目標とする。 
 
（目標１）市中心地・施設拠点･産業拠点、各ゾーン間のアクセス改善､連絡時間の短縮 

   ・施設拠点・各ゾーン間等の連絡時間を２分短縮 

・国道２９４号と主要地方道宇都宮烏山線までの連絡時間を３分短縮 
 

（目標２）地域のにぎわいの復活 交流人口の増 

 ・７８万人（平成１７年）から８３万人（平成２３年）の５万人増 

 
（目標３）林道整備による自然環境の保全・森林施業面積（間伐等）の３０％増 



   ・森林施業面積の３０％増（１０．８ｈａから１４．０ｈａ） 
 
（目標４）米麦の生産コストの低減 
   ・麦の１０ａあたり労働時間を８．０時間（平成２０年）から６．５時間（平成２

３年）に短縮   
 
５．目標を達成するために行う事業 
  ５－１ 全体の概要 
 本市のまちづくりを推進するためには、地域の特性を活かしたゾーンを設定し秩序ある

地域開発による活性化を推進する必要があるとともに、各ゾーンが連携し一体感を熟成さ

せることが急務であるため、以下の事業を総合的に実施し、｢住みたい、住み続けたいと感

じる｣活力と魅力あるまちづくりを展開することとする。 
各ゾーンの拠点と主要幹線道路を結ぶ野上神長線や鴻野山小倉線等の市道を整備するこ

とにより、安全で安心な道路ネットワークを構築し、各地域の連携を強化し、各ゾーンの

特色を活かしたまちづくりにより､人口の定住化と地域の賑わいを復活させる。 
 野上愛宕台線等の幹線通学路を整備することにより、統廃合を推進する小中学校の児童･

生徒の通学時の安全を確保する。 
また、林道を整備することにより、森林のもっている多面的な機能を増進し、間伐等作

業の効率化を図り、八溝材としての産地化を進め、本市の重要な地場産業である林業の活

性化を目指す。 
さらには、企業誘致優遇事業の実施や、山あげ祭りや若い力を活用した新しいまちづく

りの試みを推進することにより、商店街等の活性化を図り、にぎわいの復活を目指す。 
地域農業の活性化に向けては、既存の穀類乾燥調製施設等の再編整備及び機能増強を進

めるとともに園芸作物の基幹施設を整備しながら、農産物の生産性や品質の向上を図り、

競争力の高い産地の生産体制構築を目指す。 
  
  ５－２ 法第５章の特別の措置を適用して行う事業 
 Ａ３００１ 道整備交付金を活用する事業 
 対象となる事業は、以下のとおり事業開始にかかわる手続きは完了している。なお、

整備箇所等は、別添の整備箇所を示した図面による。 
  
 市道 道路法に規定する市町村道に認定済み 
 林道 森林法による那珂川地域森林計画に路線を記載済み 
 [事業主体] 

・ いずれも那須烏山市 
 

 [施設の種類(事業区域)] 

  ・市道（那須烏山市） 
  ・林道（那須烏山市） 
 



 [事業期間] 

  ・市道（平成１９年度～平成２３年度) 

  ・林道（平成１９年度～平成２２年度) 

 

 [整備量及び事業費] 

・市道５．１ｋｍ、林道 ２．４ｋｍ    

・総事業費      ２，７８８，０８０千円 （内交付金１，３８４，３６０千円） 

  （内訳）市 道２，７３０，０００千円 （内交付金１，３６５，０００千円） 

      林 道     ５８，０８０千円 （内交付金     １９，３６０千円） 

 
５－３ その他の事業 
５－３－１ 支援措置による取組み 
Ｂ１００５ 強い農業づくり交付金（農林水産省） 
平成１９年９月に制定した那須烏山市総合計画・基本構想の実現並びに、平成１６年

４月１日に制定（平成２１年４月１日一部改正）した那須烏山市地域水田農業ビジョン

の達成に向け、農業生産施設（種子センター、野菜果樹選果場）の整備を推進する。 
（平成２１年度） 
生産性と品質の向上が課題となっている種子用の米・麦について、省力化によるコ

スト削減及び調製処理方式の改善による品質向上を図るための施設整備 
 ・事業名 ：強い農業づくり交付金（産地競争力の強化） 
 ・事業主体：那須南農業協同組合 
 ・事業期間：平成２１年度 
 ・事業費 ：３５３，２６２千円（うち国費１５８，７２５千円） 
 ・事業内容：穀類乾燥調製施設（種子センター）の機能増強整備 
        貯留乾燥設備（２００ｔ×３基）、荷受・調製・計量出荷設備一式 
 ・強い農業づくり交付金を活用した事業における成果目標 
      ・穀類乾燥調製施設等の利用率 １０１％ 
      ・麦の１０ａあたりの労働時間１８．８％削減 
 
（平成２２年度以降） 

多様化する梨とトマトの需要に対応可能な供給体制への移行が課題であるため、集

荷・選別方式を改善し、新たな販売戦略の構築に必要な野菜果樹選果場を整備 
・事業名 ：強い農業づくり交付金（産地競争力の強化） 
・事業主体：那須南農業協同組合 
・事業期間：平成２２年度以降 
・事業費 ：７５９，６８５千円（うち国庫３４０，２５５千円） 
・事業内容：なし・トマト選果施設の再編整備 
       光センサー付き形状選別機(４条)、箱詰・製品搬送設備一式、建屋 
・強い農業づくり交付金を活用した事業における成果目標 
     ・なし・トマト選果施設利用率 １００％ 



     ・品質・付加価値の向上 
 

 
５－３－２ 支援措置によらない独自の取組み 

  地域の特性を活かしたゾーンの活性化を図り、｢小さくともキラリと光る那須烏山市活

性化計画｣を達成するため、下記の事業を総合的に実施する。 

 
  ①「自然と共存の郷」清流再生計画（汚水処理施設整備交付金：平成１７年度～２１ 

年度） 
平成１７年６月１７日に認定を受け、市街地における公共下水道事業の促進、さら

には、市全域で浄化槽設置整備事業を行っている。これにより、都市化の影響による

汚水混入を防ぎ、関東の四万十川と言われる｢那珂川｣の清流を再生することで、本市

における自然体験活動のより一層の活性化を進める。 
さらには、川が取り持つ伝統･文化を継承することにより、都市との交流を進め、地

域の「にぎわい」を再生する。 
 

② 企業誘致・立地優遇制度の制定 
｢企業の誘致及び立地を促進する条例｣を平成１８年９月に制定し､那須烏山市へ工

場等を新設する場合や､市内の工場等が増設･新設をする場合に企業立地奨励金を助成

することにより、企業誘致を図り、雇用の場を確保すると共に地域活性化を促進する。 
 

③ ベンチャープラザ烏山開設 
那須烏山市と国立大学法人宇都宮大学が文化･産業･環境･教育等の分野で相互に援

助･協力する「相互友好協力協定」を平成１７年１１月１７日に締結し、産学の共同研

究開発拠点として、烏山市街地内に「ベンチャープラザ烏山」を開設した。企業家支

援、農産物等の特産物開発、小中学生の学習支援等を進めようとする「産学官連携を

生かした新しいまちづくり」である。 
最近では、灯篭に使用する特殊絵の具を開発し、市内の中小企業が事業化し地場産

業の活性化を図っている。 
 
  ④ まちづくり研究会活動 

栃木県内にある５大学と市や商工会が連携し､那須烏山市の活性化に取り組む「まち

づくり研究会」を平成１８年７月に発足した。 
 活動内容としては、平成１９年１０月１５日には、｢残したい風景―からすやまフォ

ートコンテスト｣を開催し、市の魅力を再発見した。 
さらに、足利工業大学主催による｢国見地区の棚田の自然環境を活かした景観整備事

業｣として、アジサイ、ヒガンバナを植栽した。 
このように、各大学の特色を活かし、市内の自然・歴史･文化等を有効活用した地域

づくりによる町おこしである。 
  



６．計画期間 
平成１９年度～２３年度 

 
７．目標の達成状況に係る評価に関する事項 
  那須烏山市が４に示す地域再生計画の目標については、計画終了後に必要な調査を行い、

状況を把握し公表するとともに、達成状況の評価、改善すべき事項等の検討を行う。  
 
８．地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項 
なし。 


